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	研修要旨（プログラム毎に）　　　研修に関する考察（プログラム毎に）


基調報告：｢地域の支援力をどう高めるか｣　

　前大阪市障害者就業・支援センター所長　小林　茂夫氏

　１．就業・生活支援センター（以下センター）とは　

　　　それまであった設置型雇用支援センターに加え、就労支援を行なってきた通勤療・授産施設・障害者能力開発施設を基盤にした斡旋型雇用支援センターを作った。それらのセンターに就業・生活総合支援事業を付設して、厚生省から「生活支援ワーカー」を配置した。

斡旋型雇用支援センター…平成７年→14ヶ所　協議会発足時→16ヶ所

　　　はじめは生活支援ワーカーが配置され、その後設置型雇用支援センターが出来た後に就業支援ワーカーが配置されることになった。16ヶ所中14ヶ所が通勤寮に併設。

　　就業・生活支援センターは新しい社会資源であり、それまでの施策が縦割りであったのに対し、唯一横軸の施策である。また、障害種別を問わないことも大きな特徴の一つである。そのため、地域のあらゆる社会資源と連携してサービスを提供していかなければならない。

　２．就業・生活支援センターの位置づけと役割

本体施設は法人等であるが、地域福祉の担い手としての役割があるにもかかわらず、現在はそのような役割が果たせていない。法人の施設ではないため、他の法人とも連携を取ることが大切。センターへの相談に対しては、本体施設で対応(入所等)する。地域に開かれた施設であり、ネットワークの中核である。センターは地域の施設であり、独自のものではないため、他法人と支え合うことも必要。そのことを行政にも伝えて、認識を変えていかなくてはならない。　

厚労省は、センターについて独立事業ではなく、付帯事業であると言うが、独立型であり、地域のものである。

　雇用の実績が上がらないのが現状である。地域の支援力を上げるにはネットワークの構築が大切であり、その為には連絡会議、ケース会議に参加していく。

生活支援、就業支援の両者の割り合いは支援者の場合によって変わってくる。そのため、センターが全てをやるのではなく、他施設でやれる所までやってもらったり、一緒に支援を行うようにし、抱え込みすぎないよう、うまく「手渡し」していくようにしたり、常にどうしたらよいかを考えながら支援を行う。そうしないと、何でもセンターに回されてきて、その対応に追われ、センター本来の業務が行えなくなる。　

実績＝就職の場合には、タイミングの問題もあり、数字に反映させるのは難しい。職場実習を職安は認めていないが、実習を増やすことが雇用に繋がっていく。（職安はトライアル雇用を勧めている）

職安の担当者と仲良くなるのも必要だが、事業所の社長と仲良くすることで社長のつながりによって雇用の機会が広がる場合もある。

３．障害者への対応等のノウハウは？　

　　障害種別による障害特性があり対応も変わるといわれているが、障害種別による特性はない。個々の違いはあるが、基本的にはその対象障害者をどう支えていくか、本人が何を望んでいるかという“ニーズ”の把握が大切。

　　　地域の支援力を高めるため、人的支援力を高めるためのネットワーク作りを行っていくために行政の力を利用する。行政は任意の会合等には入ってこないため、入ってもらうようにしていかなくてはならない。行政に自分達の動きを知らせ、行政を動かす(行政をしばる)ために運営協議会に行政を加えていく。

　　“相談員は相談に来た人の人生を握ることになる”という気持ちで支援を行わなくてはならない。

　考察：就業・生活支援センターについて色々と話があったが、横つながりの支援、地域に開かれたセンターという言葉が印象に残った。どうしても法人という組織に所属している以上、横のつながりや他施設との連携が取りにくいことは事実である。実際、チャレンジド事業についての説明に関係機関を訪問した際に強く感じた事を、基調報告を聞いていて思い出した。このセンターはそれを乗り越えて、対象者を支援していかなければならない。そのためにもネットワーク作りが大切であると感じた。また、対象者の障害に囚われ過ぎず、本人のニーズに基づいた支援を行わなければならない。

《障害者就業・生活支援センターの業務進捗状況報告》

　①秋田県南障害者就業・生活支援センター　サンワーク六郷

　　平成１５年４月開設　所長、チーフ、ワーカー３名で運営

運営会議は年１回実施している。センター主催のシンポジウムを開催した。

　②青森藤チャレンジド就業サポートセンター

　　平成１６年５月開設　ワーカー３名、協力員として藤通勤寮生活支援センターよりサポートがある。

　　実際に動き出したのは６月からで、関係機関へのあいさつ回り等をしている。

　　現在は来所者への相談に対応する等している。

　③県北地域福祉サービスセンター内障害者就業・生活支援センター

　　平成１５年４月開設　県単独事業障害者サポートセンターとしてスタート

　　精神障害者地域生活支援センターに併設　スタッフ５名

　　登録者８８名中６４名が精神障害者。

　　デイケア、作業所等地域との連携をとっている。

　　精神病院とは就労のためのケア会議を今年３件行い、トライアル雇用に繋がった。

④ウェルビュー　いずみ障害者就業・生活支援センター
　　平成１６年５月開設

知的障害者通所センター、保育所、老人デイサービスとの複合施設となっている。

　　施設長(通所センター長兼務)、就労支援ワーカー２名、生活支援ワーカー１名

　　秋田市含め３市３郡が担当地域だが現在は秋田市中心に支援を行っている。

　　５月よりパンフレットを関係機関に配布し、事業所を訪問しＰＲ活動を展開中。

　　登録者数　２６名(７月末現在)

　⑤宮古地区チャレンジド就業・生活支援センター

　　平成１６年４月開設　　３年前より県単事業として開始

　　母体施設は山間部にあるが、センターは駅前テナントビル内で活動。

　　障害者相談コーナー（レインボーネット）の一角にあり、精神や身体のワーカーも常駐。レインボーネットとは従来の縦割りのネットワークをやめて新たなネットワーク作りを目指し、平成１５年１２月より活動を開始した。協力事業所１００社のネットワーク作りを行なった。最近は精神障害者の利用者が増えてきている。ＪＣは協力機関型で１名配置されている。

　　

　⑥置賜障害者就業・生活支援センター　サポートセンターおきたま（詳細は添付のパワーポイント参照）

　　平成１１年４月開設。斡旋型雇用支援センターとしてスタート、ケアマネジメント事業を県より委託されるが、現在は県より市町村に移管されている。

　　圏域は、３市５町を担当しているが、米沢市に分室がある。米沢は社会資源が多いので、利用者数は多くない。

　　センターの休日は年末年始６日のみ。開所時間は８：３０～２０：３０

　　スタッフは常勤・非常勤、合計１０数名。米沢分室は殆ど非常勤。

　　利用者は登録制を取らず、年度初めに支援対象者の選定を行ない、１００名位でスタートし、年度末には１８０名程になっている。今年度７月現在で１７５名となっている。

　　支援者名簿は３００名以上であり、各自の状況は把握しており、必要時支援を行なう体制は整備されている。支援対象者は６歳から６３歳まで。

ヘルパー利用の場合、業者を紹介して終わりという訳にはいかず、業者と一緒に２週間程支援し、業者に引き渡していくようにしている。　　

　⑦胆江障害者就業・生活支援センター

　　通勤寮ときわ寮（Ｓ５７年開設、ＧＨ１９カ所）に併設。

登録制をとっている。８１名の登録者で、身体８名、知的６７名、精神６名。

平成１５年実績：就職２６件（地場産センター１０名解雇）実習２９件。

仕事は鋳物関係が多い。職場訪問、実習先の開拓を行なっている。

運営協議会の他、胆江ネットワーク会議（養護学校等も含む）を開催し、地域のネットワーク作り等のコーディネーター的な動きもしている。

ときわ寮内にＪＣ１名がおり、２名の定着支援を行なっている。

　⑧村山障害者就業・生活支援センター　ジョブサポート　ぱる

　　平成１６年４月開設。

　　圏域は７市１４町村だが、山形市を中心にハローワーク等の関係機関や３障害の支援センター等に挨拶回りを行なっている。連絡協議会（運営協議会）の進め方を知りたい。

　⑨札幌障害者就業・生活支援センターｉｎサッポロ

　　平成１１年４月の開設、通勤寮やＧＨのバックアップを行なっている。身体障害者８名、知的障害者１５４名、精神障害者３７名、登録者２００名。

　　スタッフは、ＧＨスタッフ１２名、作業所スタッフ３名。

　　就職は１２名（知的１０名、精神２名）作業所に通っている人もいる。

　　連絡会議はハローワーク３カ所に協力依頼する。他に、区役所１０カ所の担当者が全員出席出来なかったため、センターの機能を理解してもらえず、すぐにセンターに回してくるため、その対応に追われている。どこで何ができるのかが明確でない事が問題。

　⑩青明舎

　　添付資料参照

　⑪いわき障害者就業・生活支援センター

　　平成１６年４月開設。本体施設は知的、身体の法人。

　　場所が駅前で、バリアフリーとなっており、よりやすいため、利用者が増加している。

１５名のスタッフ

　　土・日休み無し。開所時間　８：３０～２１：００

　　四半期実績は、就職３名、トライアル雇用、実習はその後実績アップしている。

　　ＧＨのバックアップ、単身生活への支援が中心。

　　今後は市内の関係機関の懇親会を予定している。

　⑫津軽障害者就業・生活支援センター

　　平成１４年５月の開所。２市７町村、平成１２年斡旋型の雇用支援センターとしてスタート。

通勤寮が母体で平成５年の開設。

スタッフは、就労支援ワーカー２名、生活支援ワーカー３名。

冬場の仕事が少なく、地場産業であるリンゴ関係の仕事に頼っている状況。

ＪＣは協力機関型で２名が支援を行なっている。

【質疑応答・意見交換】

　高次能機能障害、ＬＤ（学習障害）、ＡＤＨＤ（注意欠陥多動性障害）の支援

　　　　特別支援事業として養護学校に、入学前から卒業後までを支援していける「養護学校を教育相談のセンター化」した事業がある。センターが、多機能な役割をするために、地域にあるものを動かしていく。ＬＤの判定書がでない人（療育手帳もたない）で一般就労を目指すが、手帳をもてない人の雇用が問題。　軽度の障害であれば、本人を見たとき、企業側の判断が速く、固定観念ができてしまい、上手く職場に定着していかない。中・重度の障害の方は、企業側が余裕をもってみてくれるのでうまくいくケースが多い。　

養護学校を卒業後の行き場がない、という相談があった。「私の所は精神障害が主だから、わからない」で断るのではなく、「ちょっと待って、探してきます」という対応をする。

おきたま：圏域の養護学校の先生が集まって、教育相談を行なっている。（自発的に）よねざわセンターを利用し、教育関係者が第２土曜日勉強会をしている

　　　　　　家族（親）の立場では、「就労させたい」派と「就労はまだ」派に分かれる。

　　　　　　私塾に通わせる、などの選択肢もあるが、学校に行けなくても働く事はできる。

　登録制のメリットについて　 

　小林氏　：大阪市では独自の展開としては、交通機関の助成を受けられる。

おきたま：相談＝登録ではない。事業団全体で保険に入っている（施設賠償責任保険）ので、事故などにはそれで全て対応する。行政には、利用の実施人数だけを報告する。年度初めには、また一からのカウントとなる。年度末に利用者の見直しをかけて、今後のセンターの利用が継続かどうか会議をかけて、必要な人については継続する。本人の意志でＪＣ支援に移行したら保留扱いし、新たな問題が発生したら対応する。

運営協議会について

おきたま：地域の社会資源を上手く使うためには、地域を巻き込む事で、責任の所在を明らかにする。そのためには、連絡調整会議ではなく、運営協議会（センター運営のための助言をしてもらう：運営委員長は第３者選出）運営協議会は、参集者は、センター利用者の保護者の代表者、ハローワーク，保健センター等各方面から参集している。ケアマネ事業（市町村）をしているという事もあり、年４回の開催をしていた。平成１６年は２回の開催。

　　　　　　業務の整理をして、「抱え込み」をしない、抱え込まない事で、利用者へのサービスの質が向上する。１センター年間２０名程度の支援が限界。

県北センター：どこまで支援すればいいのか？

デイケア卒業後の行き先、就職の訓練だが本人はそこで満足してしまう。

　　いわき：支援ワーカーがケアマネを実施する。地域の資源を使う。サービスによりお金をとるのもあり

　　　　　　支援計画をたて、契約をする。生活支援ワーカーがコーディネーター的立場に徹する。直接支援→間接支援に切り替える

　他法人、学校との関わりは、ギブアンドテイクである。障害者を雇ってもらうためには、それなりの見返りを求めてくるし、返さなければいけない。

考察：東北・北海道ブロックに就業・生活支援センターが13ヶ所、青森県以外は2ヶ所あるとの事で、青森県

　　　でも、今年度よりチャレンジド就業サポートセンターが2ヶ所開設し、2年後の就業・生活支援センタ

　　　ーを目指している。各センターからの報告は特色あるもので、利用者や地域の実情等に合わせたもの

であった。今後青明舎での支援を行う際に取り入れて行きたいと思う。

質疑応答、意見交換の際、知識・情報の乏しさを痛感させられた。精神障害についての知識しかなく、

とても狭い世界にいたことを再認識した。他の障害についての知識、各種支援制度、障害者の就労に

関する制度、障害児(者)教育に関する知識など、就労面、生活面の支援に必要な知識を修得していか

なくてはならないと強く感じた。










